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６ 研究環境 

【到達目標】 
① 学部学科、大学院の理念・目標の達成のため、資金面・設備面等の研究環境を整備する。研究
活動推進のための研修制度を充実させる。研究活動を支援する事務局部門を強化する。 
② 整備された研究環境の中で、研究成果の達成をあげるために積極的な研究活動を行い、すぐれ
た成果には適正な判定を行うシステムを導入する。 
③ 科学研究費補助金を始め、研究活動に関わる外部資金の獲得を図る。 
 
１．研究活動 

1)論文等研究成果の発表状況 

【現状説明】 

学会誌への論文等の投稿 １２件 

国内学会での発表 ７件 

国外学会での発表 ７件 

＊2008年度実績 本学研究支援室へ届出分 

 

【点検・評価】 

2005 年度に教務課に研究支援室を置き、研究支援体制を整えた。また、2008 年度には、研究業

績管理システムを導入し、教員の各種研究活動を一元的に管理できる環境を整備した。 

大学の定める研究活動において一定の成果をあげた教員に対しては、研究支援費を支給している。 

 

【改善方策】 

現状説明での研究活動の実績数は、研究業績管理システムを通じて教員から申告のあった数字で

ある。自己申告により研究活動を把握している現状では、申告しやすい環境を整えることが重要で

あると判断し、教務課研究支援室の設置とともに研究業績管理システムを導入した。 

 

2)研究助成を得て行われる研究プログラムの展開状況 

【現状説明】 

2008 年度に文部科学省科学技術振興調整費（現在科学技術総合推進費補助金）「女性研究者支援

モデル育成」事業に採択された。 

 

【点検・評価】 

理系を中心とする女性研究者の育成を目的とする本事業は、女子大学である本学の使命と通ずる

ものがあり、本学では「世代連携・理文融合による女性研究者支援事業」という事業の下、世代連

携・理文融合をテーマに、本事業の拠点である女性研究者支援センターが、メンター制度、理系進

学を促すための高校生を対象とした夏の合宿、理文融合科目の開講、学内保育所との連携等々さま

ざまな事業を展開している。 
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【改善方策】 

文部科学省「私立大学学術研究高度化推進事業」で開設された分散教育システム・リサーチ・セ

ンターやオープン・リサーチ・センターが補助終了後も、大学の自主経費の投入により、事業を継

続して活動を行っている（分散教育システム・リサーチ・センターはすでに活動終了）。この例に

倣い、女性研究者支援事業も補助期間終了後にどのように財源を確保し、事業を継続していくかを

検討する必要がある。 

 
２．教育研究組織単位間の研究上の連携 

1)附置研究所を設置している場合、当該研究所と大学・大学院との関係 

【現状説明】 

附置研究所として、言語文化研究所、国際関係研究所、数学・計算機科学研究所の３研究所を設

置している。 

言語文化研究所は英文学科・文学研究科、国際関係研究所は国際関係学科・国際関係学研究科、

数学・計算機科学研究所は数学科・情報科学科・理学研究科とそれぞれ関係が深い。 

 

【点検・評価】 

各研究所とも大学の専任教員が研究員として、学外研究員と協力しながら、研究所の活動に参加

している。研究所の発行する研究所報は、研究員の研究成果の発表の場となっており、その機会を

利用する教員もいることから、所報を通じて研究所と大学、大学院の研究上の交流がなされている

といえる。 

 

【改善方策】 

学長と各研究所長とが研究所全般の運営等に関して意見交換を行う「研究所長会議」（年２回開

催）が置かれるなど、附置研究所と大学・大学院との関係は良好である。日本私立学校振興・共催

事業団の募集する学術研究振興資金については、研究所が交互に応募することとしているが、この

資金の申請、執行等の事務については、大学事務局の教務課研究支援室が支援している。 

 

３．経済的な研究条件の整備 

1)個人研究費、研究旅費の額の適切性 

【現状説明】 

教員研究費として、当該年度海外研修等の理由がないかぎり、年間１人一律350,000円が支給さ

れている。 

教員研究費として支出することができる費用は、次の通りとなっている。研究費の執行は、本学

研究費取扱規程にしたがい、教員個人の責任のもとに行われている。 

(1) 書籍等、ＣＤ－ＲＯＭ、視聴覚資料等の購入費 

(2) 機器備品、消耗品等の購入費 

(3) コンピュータソフト等の購入費 

(4) 学会、研究会等の会費、参加費用等（親睦会費等の費用は除く。） 

(5) 学会、研究会等への参加、教育研究上の調査等のための旅費 

 （ただし、海外出張は20万円以内） 
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(6) データベース等の利用料等 

(7) 講演会等の講師、短期のアルバイト等の料金等 

(8) 機器備品、コンピュータソフト等の賃借料 

(9) 研究成果の出版のための経費 

(10)上に掲げる費用払込時の振込手数料 

このほか、教員の特別の教育研究計画について、各年度の予算において、その者の要求に基づき措

置される特別研究費がある。2009年度の申請内容は図表6－1参照。 

学科 研究代表者 共同研究者 区分 研究名 金額

1 英文 林　さと子　 個人 移住者に対する日本語教育における教員養成のあり方 360.0

2 英文 井川　壽子　 出版 イベント意味論と日英語の構文 720.0

3 英文 池野　みさお　 個人
アジア系アメリカ文学・文化研究－日系、中国系、韓国系、フィ
リピン系等を中心にアジア系アメリカ文学・文化の動向を探る 360.0

4 英文 村上　健　 出版 「Blackfriars　Theatre　研究（II）」の刊行 720.0

5 英文 島村　礼子 個人
「事象名詞」と「結果名詞」の派生について－英語と日本
語の比較を通して－

360.0

6 英文 坂上　香　 個人 「脱刑務所化」に向けた実践 360.0

7 英文 秦　邦生　 個人
英国モダニズム期の文学・芸術と大衆文化との相関関係
に関する研究

360.0

8 英文 菅　靖子　 出版
T. Hubberman, S. Ashmore and Y. Suga ed., The Diary of Charles
Holme's1889 Visit to Japan and North　America (Global
Oriental,2008)の翻訳出版

720.0

9 英文 椿　清文　 個人
アメリカ文学における女性の仕事・活動の系譜－家庭婦
人からワーキングガールまで－

360.0

10 国際 クリス・バージェス 個人
第104回アメリカ政治学会におけるパネル「日本の移民対
策と差別」の実施とその準備

187.2

11 国際 加納　弘勝　 出版
｢ビーズ・織物と人々のアイデンティティ：地域文化が語る
もの」（仮題、加納弘勝著）出版計画

720.0

12 国際 葛西　弘隆　 個人
花森安治と「暮しの手帖」の思想史的研究　－思想として
の「暮し」を中心に

360.0

13 国際 萱野　稔人　 個人 国家論の学際的、比較文化論的研究 345.6

14 国際 北見　秀司　 出版
本の題名：「見えない『他者』と複数の自律：サルトルとマ
ルクス」

720.0

15 国際 國枝　マリ　 個人
アメリカ教育における「アファーマテッブ・アクション」の研
究

360.0

16 国際 三澤　健宏　 網中　昭世 共同 国際関係学からみた抑圧・格差・暴力の構造 720.0

17 国際 中山　俊宏　 出版 米国共産党と知識人の知識社会学的研究 720.0

18 国際 大島　美穂　 出版
「国際関係のなかの地域研究」（仮題、加納・大島編）の
出版（2009年11月中旬刊行予定）

720.0

19 国際 柳田　陽子　 個人 サルコジ政権のもとでのフランス政治の構造変動 360.0

20 数学 杉山　由恵　 個人
非線形退化放物形偏微分方程式であるKeller-Segel系
の解の適切性と漸近挙動と界面曲線に関する研究

360.0

小　　　　　　　　　計　　　（２０件） 9,892.8

2009年度　特別研究費申請一覧表図表6-1
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 【点検・評価】 

助教から支給対象となり、教員の自由度が高く、翌年度に限り繰り越して使用することも認めら

れているので、教員からの評価は高く、年度によって若干のばらつきはあるものの、執行率はほぼ

100％（次年度繰越分除く）である。特別研究費の支給は図表6－2の通り。 

図表6－2 

年度 件数 金額（単位：千円） 
2005年度 １２ ８,４６０ 
2006年度 １４ ８,９００ 
2007年度 １５ ８,７２２ 
2008年度 １２ ８,４８０ 
2009年度 ２０ ９,８９２ 

 

【改善方策】 

2008年度から、津田塾大学公的研究費取扱規程が施行された。教員研究費は、同規程に定める研

究費ではないが、結果として公的研究費に準ずる適正な執行が再確認されたことは評価できる。特

別研究費の総額は1,000万円であるが、申請金額の総額が超過するため毎年のように圧縮を行って

いる。財政状況との兼ね合いもあるが、増額も検討すべきである。また、特別研究費のうち、出版

助成については、科学研究補助費研究成果公開促進費を参考に制度の見直しを開始した。 

 

2)教員個室等の教員研究室の整備状況 

【現状説明】 

専任教員には、研究室として１人１室が措置されている（助教の一部を除く）。研究室の面積も

ほぼ同等（英文学科・国際関係学科20㎡、数学科・情報科学科24㎡）で差はない。 

 

【点検・評価】 

研究室、什器、備品は大学の定める基準で整備されており、教員からの不満は無い。 

 

【点検・評価】 

教員組織が現状の規模であれば、研究室の確保、整備に問題はない。 

 

４．経常的な研究条件の整備 

1)教員の研究時間を確保させる方途の適切性 

【点検・評価】 

専任教員の基準担当コマ数は原則５コマ（役職者等は別途規則あり。）であるが、週の出勤日数

は特に定めていない。 

 

【点検・評価】 

出勤日数に定めが無いので、教員の裁量によって研究時間の確保がされていると思われる。 

 



６．研究環境 

    - 91 -

【改善方策】 

毎週水曜日に学科会議（Ⅱ限またはⅢ限実施）が開催され、水曜日の時間割はⅠ限からⅣ限（通

常はⅤ限）までとなっているため、週１日の出講という教員はいない。また、オフィスアワーもほ

とんどの教員が設定しており、学生の要望にも応じつつ、研究時間が確保されていると言える。 

 

2)研究活動に必要な研修機会確保のための方策の適切性 

【現状説明】 

専任教員は、本学に就任２年以上経過した時点で、海外研修（半年または１年）の取得が可能で

ある。また、６年以上経過した時点で、サバチカル・リーブ制度（半年）の利用できる資格を得る。

海外研修、サバチカル・リーブの取得については、研修・紀要委員会で調整を行っている。取得状

況は図表6－3の通り。 

図表6－3 

年 度 海外研修（人） サバチカル・リーブ（人） 
2005年度 ３ ６ 
2006年度 ３ ６ 
2007年度 ３ ３ 
2008年度 ３ ３ 
2009年度 ２ ４ 
 

【点検・評価】 

海外研修の定員は３人、サバチカル・リーブの定員は６人となっている。サバチカル・リーブは、

ここ３年間、定員を満たしていない状況が続き、海外研修も2009年度は２人という状況である。 

 

【改善方策】 

海外研修、サバチカル・リーブとも、教員の持ち点と研究計画を基に、調整を行っており、この

方法は尊重されるべきである。教員の各種研修の調整を行っている研修・紀要委員会からも、制度

的な理由で定員が満たないという報告はない。 

役職者の一部に各種研修をなかなか利用できないケースが見受けられる。役職任期終了後に優先

的に研修に入れるような制度設計の検討が必要である。 

 

3)共同研究費の制度化の状況とその運用の適切性 

【現状説明】 

「受託研究・共同研究に関する取扱い規程」を定め、共同研究を、「本学において学外の組織ま

たは個人と共同して行う研究」と定義している。共同研究費（以下「研究費」）は次のように定め

られている。 

○ 共同研究者は、契約書締結後、速やかに、定められた研究費を本学に納入しなければならない。 

○ 一度納入された研究費は、原則として、返還しない。ただし、やむを得ない理由があり、学長

の承認を得たときは、全額または一部を返還できるものとする。 

○ 本学は研究費から管理費を５％徴収する。 
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2009年度現在、国内の企業との共同研究が２件実施されている。 

 

【点検・評価】 

学科の特色を考えると、企業との共同研究はかなり困難であるが、そういう中で２件とは言え、

企業との共同研究が進行し、共同研究費も納入されていることは評価できる。共同研究費の事務に

ついては、教務課研究支援室が担当している。 

 

【改善方策】 

件数も少ないし、共同研究費の額もそれほど高額ではないので、管理上の問題はない。 

共同研究費の多寡にかかわらず、共同研究に関心を持つ教員については、引き続き着実な支援を行

っていきたい。 

 
５．競争的な研究環境創出のための措置 

1)科学研究費補助金および研究助成財団などへの研究助成金の申請とその採択の状況 

【現状説明】 

科学研究費補助金の申請とその採択の状況は図表6－4の通り。 

図表6－4 

科学研究費補助金採択状況
申請金額 件数 （新規）（継続） 採択金額 件数 （新規） （継続） 新規採択率

2005年度 英文学科 16,840 11 7 4 5,200 6 2 4

国際関係学科 19,402 13 8 5 9,800 6 1 5 (辞退分を含む）

情報数理科学科 8,541 5 4 1 3,700 3 2 1 (研究員を含む）

合計 44,783 29 19 10 17,400 15 5 10 26.32

2006年度 英文学科 9,348 9 7 2 1,800 3 1 2

国際関係学科 18,206 7 6 1 6,900 4 3 1 (研究員を含む）

情報数理科学科 11,400 7 4 3 6,900 5 2 3 (研究員を含む）

合計 38,954 23 17 6 15,600 12 6 6 35.29

2007年度 英文学科 20,846 8 5 3 5,590 6 3 3 (研究員を含む）

国際関係学科 26,578 11 6 5 11,250 8 3 5 (研究員を含む）

数学科 4,500 2 1 1 2,170 2 1 1 （転入 松野除く)

情報科学科 10,962 3 2 1 1,200 1 1

合計 62,886 24 14 10 20,210 17 7 10 50.00

2008年度 英文学科 5,280 7 3 4 3,300 5 1 4

国際関係学科 16,348 12 6 6 9,600 9 3 6 (研究員を含む）

数学科 8,850 4 1 3 2,400 3 0 3 (研究員を含む）

情報科学科 1,809 1 1 0 0 0 0 0

合計 32,287 24 11 13 15,300 17 4 13 36.36
2009年度 英文学科 12,210 8 5 3 5,000 5 2 3

国際関係学科 21,968 10 5 5 5,380 6 1 5 (研究員を含む）
数学科 10,110 4 3 1 2,300 2 1 1 (研究員を含む）
情報科学科 1,797 1 1 0 0 0 0 0
その他 1,100 1 0 1 1,100 1 0 1
合計 47,185 24 14 10 13,780 14 4 10 28.57

金額：千円

研究助成団体等への申請は、教員の任意である。2005年度に研究支援室が発足してからの 

実績では、研究機関を通じての応募は１件のみである。一方、採択は延べ４件、総額約1,000万円

である。 
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【点検・評価】 

科学研究費補助金の５年間の採択金額の平均は16,458千円で、採択率は、35.3％となっている。

2005 年度に研究支援室が設置されて以降、順調に推移してきたが、2009 年度の採択金額がこの５

年で最も低額だったのは課題である。研究助成団体への申請、採択はいずれも低い。 

 

【改善方策】 

科学研究費補助金の新規、継続を合わせた申請件数は過去５年の平均で約 25 件（新規・継続の

合計）であり、専任教員84人の約30％が何らかの形で申請に携わっていることになる。当面の目

標として、新規だけで年間 25 件の申請実績を目指していきたい。採択については、他の機関から

の申請にも左右されるので、流動的であるが、年間５～７本程度を目指したい。研究助成団体への

申請、採択も研究活動の活性化のために奨励していきたい。 

 
 


